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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】
１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第49期
第２四半期
連結累計期間

第50期
第２四半期
連結累計期間

第49期
第２四半期
連結会計期間

第50期
第２四半期
連結会計期間

第49期

会計期間

自  平成20年
    12月21日
至  平成21年
    ６月20日

自  平成21年
    12月21日
至  平成22年
    ６月20日

自  平成21年
    ３月21日
至  平成21年
    ６月20日

自  平成22年
    ３月21日
至  平成22年
    ６月20日

自  平成20年
    12月21日
至  平成21年
    12月20日

売上高 （千円） 1,629,1011,934,535726,7761,072,8423,363,002

経常利益又は経常損失
（△）

（千円） △215,524 30,120△137,942 98,093△426,414

四半期純利益又は四半期
（当期）純損失（△）

（千円） △281,517 15,759△229,714 87,929△569,503

純資産額 （千円） － － 3,638,6213,387,6883,403,664

総資産額 （千円） － － 5,515,1605,280,4815,356,106

１株当たり純資産額 （円） － － 621.52 577.55 581.12

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期
（当期）純損失（△）

（円） △48.12 2.69 △39.27 15.03 △97.35

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 65.9 64.0 63.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 239,616 130,184 － － 189,860

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △77,965 △12,900 － － △187,763

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △23,585△139,064 － － 17,436

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） － － 336,866 197,369 218,262

従業員数 (名) － － 314 300 296

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第49期第２四半期連結累計期間、第49期第２四半期連結会計期間及び第49期の潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。第50期第２四半期連結累計期間及び第50期第２四半期連結会計期間の潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４ 【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成22年６月20日現在

従業員数（人） 300

（注）従業員数は、就業人員数（嘱託及び派遣社員を含む）を表示しており、使用人兼務役員及びパートタイマーを

含んでおりません。

(2）提出会社の状況

　 平成22年６月20日現在

従業員数（人） 280

（注）従業員数は、就業人員数（嘱託、派遣社員及び社外から当社への出向者を含む）を表示しており、使用人兼務役

員、当社から社外への出向者及びパートタイマーを含んでおりません。
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第２ 【事業の状況】
１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、以下のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）

電子基板等事業（※１） 886,856 124.0

基板検査機事業 113,440 2,234.8

鏡面研磨機事業（※２） 19,962 104.6

合計 1,020,258 138.0

（注）１．セグメント間の内部振替前の数値であります。

２．金額は販売価格によっております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

※１  電子基板

電子部品を表面に固定し当該部品間を配線で接続するために必要な導体パターンを、絶縁基板の表面のみ

又は表面及びその内部に形成した板状又はフィルム状の部品であるプリント配線板と、プリント配線板に電

子部品を実装したモジュール基板の総称。前者は材質によりリジッド板、ＦＰＣ等に区分される。

※２  鏡面研磨機

素材表面の凹凸を砥石等で磨きこむことにより、素材表面を鏡のように加工する機器。

(2）受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、以下のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

電子基板等事業 901,064 129.6 175,593 114.1

基板検査機事業 100,750 79.4 69,040 66.1

鏡面研磨機事業 30,754 245.2 1,400 －

合計 1,032,569 123.7 246,033 95.2

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．金額は販売価格によっております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、以下のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）

電子基板等事業 880,148 127.2

基板検査機事業 157,940 705.8

鏡面研磨機事業 34,754 277.2

合計 1,072,842 147.6

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、以下のとおりであります。

相手先
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

キヤノン㈱ 115,297 15.9 160,696 15.0

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項の発生はありません。また、前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更もありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済状況は、国内における雇用問題及び欧州の財政危機等による景気

への先行きに対して不透明感があるものの、中国を中心とした新興国向けの輸出の増加や国内の政策効果に伴う個人

消費の下支えによる生産の持ち直し等により、景気は緩やかに持ち直しました。

当社グループが属する電子基板業界は、依然として賃金・雇用情勢の厳しい状況に伴う影響はあるものの、一眼レ

フカメラの買い替え需要や、エコポイント制度等の政策の下支え効果により、液晶テレビ・周辺機器及び車載関連機

器の需要は堅調に推移いたしました。また、パソコンや多機能携帯電話（スマートフォン）等の需要がけん引して、こ

れまでの新興国の市場拡大に加え、先進国でデジタル機器の需要が持ち直しました。収益面においては、中国を中心と

するアジア企業等の企業間競争の激化に伴う製品価格の下落等の影響があるものの、各企業におけるコスト削減の実

施等に伴い、収益の改善が見られました。

このような経済環境の下、当社グループの主力事業である電子基板等事業においては、一眼レフカメラの買い替え

需要が堅調であり各メーカーが新機種・新製品開発を積極的に行ったこと等から、セットメーカー（※３）向けの販

売が増加し、売上高880百万円となりました。基板検査機事業においては、電子基板メーカーが国内外への設備投資を

再開したこと等により、通電検査機を中心に販売が増加し、売上高157百万円となりました。鏡面研磨機事業において

は、国内企業における設備投資需要が緩やかに回復していること等から、機械の販売が増加し、売上高34百万円となり

ました。これらの結果、連結売上高は1,072百万円（前年同四半期比47.6％増）と、前年同四半期連結会計期間に比べ

346百万円の増収となりました。

損益については、売上高増加に伴う利益の増加及び当社における内製化の推進等による売上高外注加工費率の低下

等による売上総利益率の改善から、営業利益71百万円（前年同四半期は135百万円の営業損失）、経常利益98百万円

（同137百万円の経常損失）、四半期純利益87百万円（同229百万円の四半期純損失）となりました。

※３  セットメーカー

最終製品を供給する民生エレクトロニクスメーカー等の総称。

事業の種類別セグメント別の業績は以下のとおりであります。

（電子基板等事業）

ＦＰＣ（※４）メーカー（※５）においては、依然として内製化を推進していること等に伴い、ＦＰＣメーカー

向けの販売は減少したものの、一眼レフカメラの買い替え需要が堅調に推移していることを背景に各メーカーが積

極的に新機種・新製品開発を行ったこと等から、セットメーカー向けの販売は増加いたしました。加えて、平成21年

５月30日に連結子会社化したマイクロエンジニアリング㈱の各種検査装置の販売が計画どおり進展したことから、

売上高が増加いたしました。損益については、売上高増加に伴う利益の増加並びに当社における内製化の推進等に

よる売上高外注加工費率及び材料投入量の見直し等による売上高材料費率の低下等に伴う利益の増加により、増益

となりました。

その結果、売上高880百万円（前年同四半期比27.2％増）、営業利益245百万円（同164.8％増）となりました。

（基板検査機事業）

新規成長市場に特化した開発及び一部のデジタル家電の需要回復に対応できる生産体制を構築・増強するため

に、電子基板メーカーが、延期していた国内外への設備投資を再開したこと等に伴い、受注環境が改善され、通電検

査機を中心に売上高が増加いたしました。損益については、多様化する顧客ニーズに対応した検査機の製造による

売上高外注加工費率の上昇等による減益要因はあったものの、売上高増加に伴う利益の増加等により、損失が縮小

いたしました。

その結果、売上高157百万円（前年同四半期比605.8％増）、営業損失44百万円（前年同四半期は84百万円の営業

損失）となりました。

（鏡面研磨機事業）

当社グループの主要顧客であるグラビア印刷業界においては、電子書籍端末の浸透や価格競争の激化等による厳

しい事業環境に加え、景気低迷を背景とした設備投資抑制等の影響があるものの、その他産業において設備投資意
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欲が緩やかに回復したこと等により、売上高が増加いたしました。損益については、顧客仕様に沿った製品の製造に

よる売上高外注加工費率の上昇等による減益要因はあったものの、売上高増加に伴う利益の増加及び従業員の配置

転換等による労務費の減少等により、損失が縮小いたしました。

その結果、売上高34百万円（前年同四半期比177.2％増）、営業損失17百万円（前年同四半期は34百万円の営業損

失）となりました。

※４  ＦＰＣ

Flexible Printed Circuit（フレキシブルプリント配線板）の略。プリント配線板の一種であり、ポリイ

ミド等の屈曲率が高く薄い絶縁材料を支持体とした、柔軟に曲がる基板。

※５  ＦＰＣメーカー

セットメーカーからＦＰＣの製造を受託し量産する電子基板メーカー。

(2）財政状態の分析

（資産）

流動資産は、第１四半期連結会計期間末に比べ25百万円増加し、2,060百万円となりました。これは主として、たな

卸資産が減少した一方、売上債権が増加したことによるものであります。

固定資産は、第１四半期連結会計期間末に比べ23百万円減少し、3,219百万円となりました。これは主として、有形

固定資産及び無形固定資産の償却を行ったことによるものであります。

なお、当社グループの資金の流動性については、流動比率151.8％であり、十分な流動性を確保しているものと認

識しております。

（負債）

流動負債は、第１四半期連結会計期間末に比べ25百万円減少し、1,357百万円となりました。これは主として、短期

借入金の返済を進めたことによるものであります。

固定負債は、第１四半期連結会計期間末に比べ63百万円減少し、535百万円となりました。これは主として、長期借

入金の返済を進めたことによるものであります。

（純資産）

純資産の部は、第１四半期連結会計期間末に比べ90百万円増加し、3,387百万円となりました。これは主として、利

益剰余金の増加によるものであります。

なお、当社グループの財務状況については、自己資本比率64.0％であり、健全な状態を確保しているものと認識し

ております。
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(3）キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動により獲得した資

金が104百万円、投資活動により獲得した資金が10百万円、財務活動により使用した資金が106百万円となり、その結

果、資金は第１四半期連結会計期間末に比べ９百万円増加し、197百万円（前年同四半期比41.4％減）となりました。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、前年同四半期に比べ16百万円増加し、104百万円（前年同四半期は87百万円の獲

得）となりました。これは主として、売上債権の増加122百万円等の要因により資金が減少した一方、税金等調整前

四半期純利益91百万円、たな卸資産の減少40百万円、減価償却費38百万円等の要因により資金が増加したことによ

るものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果獲得した資金は、10百万円（前年同四半期は55百万円の使用）となりました。これは主として、定

期預金の減少26百万円等の要因により資金が増加したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、前年同四半期に比べ105百万円増加し、106百万円（前年同四半期は１百万円の

使用）となりました。これは主として、長期借入金の返済89百万円等の要因により資金が減少したことによるもの

であります。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(5）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は24百万円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

①  重要な設備計画の変更

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて重要な変更はありません。

②  重要な設備の新設、除却等

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。なお、新たに確定

した重要な設備の新設は以下のとおりであります。

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

着手 完了

提出会社
本社工場
（和歌山県
和歌山市）

電子基板等
事業

レーザー
加工機

47,016― 割賦購入 平成22．７平成22．11約30％増

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】
１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,280,000

計 23,280,000

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成22年６月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月３日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,850,000 5,850,000
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）
（注）

計 5,850,000 5,850,000 － －

（注）完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。単元株式数は

100株であります。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年６月20日 － 5,850,000 － 793,255 － 916,555
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年６月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

細江  美則 和歌山県和歌山市 2,101,536 35.92

細江  正己 和歌山県和歌山市 378,984 6.48

太洋工業従業員持株会 和歌山県和歌山市有本661 335,124 5.73

細江  正大 和歌山県和歌山市 300,000 5.13

株式会社紀陽銀行 和歌山県和歌山市本町１－35 290,000 4.96

紀陽リース・キャピタル株式会
社

和歌山県和歌山市七番丁24 150,000 2.56

木村  吉孝 大阪府大阪市中央区 137,000 2.34

紀陽興産株式会社 和歌山県和歌山市東仲間町２丁目24 100,000 1.71

ジャフコ・エル弐号投資事業有
限責任組合

東京都千代田区丸の内１丁目８－２ 85,400 1.46

ジャフコ・ジーシー１号投資事
業組合

東京都千代田区丸の内１丁目８－２ 85,400 1.46

計 ― 3,963,444 67.75

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年６月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式    5,849,400 58,494
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式

単元未満株式 普通株式          600－ －

発行済株式総数 5,850,000 － －

総株主の議決権 － 58,494 －

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年６月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 195 210 205 213 214 200

最低（円） 172 175 180 190 175 170

（注）１．月別最高・最低株価は、前月21日から当月20日までのものであります。

２．平成22年３月31日以前は、ジャスダック証券取引所における株価であり、平成22年４月１日以降は、大

阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）における株価であります。

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】
１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年３月21日から平成21年６月20日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年12月21日から平成21年６月20日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年３月21日から平成22年６月20日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年12月21日から

平成22年６月20日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年３月21日から平

成21年６月20日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年12月21日から平成21年６月20日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年３月21日から平成22年６月20日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年12月21日から平成22年６月20日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月20日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 736,646 771,118

受取手形及び売掛金 783,996 679,739

商品及び製品 273,971 293,214

仕掛品 82,157 143,882

原材料及び貯蔵品 114,089 109,142

その他 70,313 99,939

貸倒引当金 △601 △435

流動資産合計 2,060,574 2,096,600

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 651,744 680,639

機械装置及び運搬具（純額） 187,120 228,439

土地 1,457,880 1,457,880

その他（純額） 17,773 17,009

有形固定資産合計 ※１
 2,314,520

※１
 2,383,969

無形固定資産

のれん 38,829 43,682

その他 25,531 29,401

無形固定資産合計 64,360 73,083

投資その他の資産

その他 848,905 810,501

貸倒引当金 △7,878 △8,049

投資その他の資産合計 841,026 802,451

固定資産合計 3,219,907 3,259,505

資産合計 5,280,481 5,356,106
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月20日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月20日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 120,712 120,235

短期借入金 879,731 904,431

未払法人税等 8,694 6,385

製品保証引当金 3,400 1,930

その他 344,791 327,393

流動負債合計 1,357,329 1,360,374

固定負債

長期借入金 159,388 195,158

長期未払金 82,742 112,674

退職給付引当金 161,481 136,219

役員退職慰労引当金 131,850 148,015

固定負債合計 535,463 592,067

負債合計 1,892,792 1,952,442

純資産の部

株主資本

資本金 793,255 793,255

資本剰余金 916,555 916,555

利益剰余金 1,667,079 1,695,194

株主資本合計 3,376,889 3,405,004

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,057 △5,712

為替換算調整勘定 730 255

評価・換算差額等合計 1,788 △5,456

少数株主持分 9,010 4,115

純資産合計 3,387,688 3,403,664

負債純資産合計 5,280,481 5,356,106
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月21日
　至 平成21年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年12月21日
　至 平成22年６月20日)

売上高 1,629,101 1,934,535

売上原価 1,282,229 1,318,741

売上総利益 346,872 615,794

販売費及び一般管理費 ※
 553,409

※
 608,406

営業利益又は営業損失（△） △206,537 7,387

営業外収益

受取利息 2,025 705

受取配当金 1,698 1,361

助成金収入 － 15,244

株式割当益 － 13,037

作業くず売却益 3,396 3,955

その他 5,830 7,035

営業外収益合計 12,950 41,339

営業外費用

支払利息 9,076 9,457

債権売却損 4,927 3,802

投資事業組合運用損 6,062 5,085

その他 1,870 261

営業外費用合計 21,937 18,606

経常利益又は経常損失（△） △215,524 30,120

特別利益

貸倒引当金戻入額 212 333

特別利益合計 212 333

特別損失

固定資産除却損 － 4,969

減損損失 21,919 1,931

投資有価証券評価損 21 80

特別損失合計 21,940 6,982

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△237,252 23,471

法人税等 43,711 3,311

少数株主利益 553 4,400

四半期純利益又は四半期純損失（△） △281,517 15,759
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年３月21日
　至 平成21年６月20日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年３月21日
　至 平成22年６月20日)

売上高 726,776 1,072,842

売上原価 583,110 691,113

売上総利益 143,665 381,728

販売費及び一般管理費 ※
 279,540

※
 309,814

営業利益又は営業損失（△） △135,874 71,914

営業外収益

受取利息 651 326

受取配当金 166 52

助成金収入 － 13,298

株式割当益 － 13,037

為替差益 1,587 542

作業くず売却益 198 2,347

その他 3,127 3,325

営業外収益合計 5,730 32,928

営業外費用

支払利息 4,693 4,666

債権売却損 1,877 1,932

その他 1,227 150

営業外費用合計 7,798 6,749

経常利益又は経常損失（△） △137,942 98,093

特別利益

貸倒引当金戻入額 212 333

投資有価証券評価損戻入益 24 －

特別利益合計 236 333

特別損失

固定資産除却損 － 4,969

減損損失 2,602 1,684

投資有価証券評価損 － 61

特別損失合計 2,602 6,715

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△140,308 91,711

法人税等 88,540 1,877

少数株主利益 865 1,904

四半期純利益又は四半期純損失（△） △229,714 87,929
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月21日
　至 平成21年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年12月21日
　至 平成22年６月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△237,252 23,471

減価償却費 98,759 76,300

減損損失 21,919 1,931

のれん償却額 － 4,853

退職給付引当金の増減額（△は減少） △12,125 25,262

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 33,425 △16,164

製品保証引当金の増減額（△は減少） △1,670 1,470

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,311 △5

受取利息及び受取配当金 △3,723 △2,066

支払利息 9,076 9,457

株式割当益 － △13,037

固定資産除却損 － 4,969

売上債権の増減額（△は増加） 417,598 △156,520

たな卸資産の増減額（△は増加） 95,578 76,018

仕入債務の増減額（△は減少） △34,626 215

その他 △35,039 103,802

小計 347,610 139,959

利息及び配当金の受取額 3,723 2,066

利息の支払額 △9,254 △9,395

法人税等の支払額 △102,462 △2,445

営業活動によるキャッシュ・フロー 239,616 130,184

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 31,890 13,578

有形固定資産の取得による支出 △25,197 △2,731

無形固定資産の取得による支出 △1,646 △3,749

投資有価証券の取得による支出 △1,800 △1,800

保険積立金の積立による支出 △19,275 △19,729

保険積立金の解約による収入 1,494 1,147

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△63,032 －

その他 △397 383

投資活動によるキャッシュ・フロー △77,965 △12,900

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △88,601 9,968

長期借入れによる収入 400,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △103,723 △170,438

長期未払金の返済による支出 △43,511 △34,719

社債の償還による支出 △100,000 －

配当金の支払額 △87,750 △43,875

財務活動によるキャッシュ・フロー △23,585 △139,064

現金及び現金同等物に係る換算差額 △375 887

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 137,690 △20,893

現金及び現金同等物の期首残高 199,175 218,262

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 336,866

※
 197,369
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間（自  平成22年３月21日  至  平成22年６月20日）

該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間（自  平成21年12月21日  至  平成22年６月20日）

該当事項はありません。

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自  平成21年12月21日  至  平成22年６月20日）

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間において営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「助成金収入」

は、営業外収益の総額の100分の20を超えたため区分掲記しております。

なお、前第２四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「助成金収入」は、700千円でありま

す。

　

当第２四半期連結会計期間
（自  平成22年３月21日  至  平成22年６月20日）

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結会計期間において営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「助成金収入」

は、営業外収益の総額の100分の20を超えたため区分掲記しております。

なお、前第２四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「助成金収入」は、400千円でありま

す。

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
（自  平成21年12月21日  至  平成22年６月20日）

１．棚卸資産の評価方法

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切

下げを行う方法によっております。

２．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス

・プランニングを利用する方法によっており、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化があるか、又

は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度末において使用した将来の業績

予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間
（自  平成21年12月21日  至  平成22年６月20日）

税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効

果適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。ただし、税金等調整前四半期純損失となった場合には、法定実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年６月20日）

前連結会計年度末
（平成21年12月20日）

※１  有形固定資産の減価償却累計額 2,249,634千円
　

※１  有形固定資産の減価償却累計額 2,227,707千円
　

　 　
２  偶発債務

当社は、在外連結子会社TAIYO TECHNOLEX

（THAILAND）CO.,LTD.への出資に関して、㈱りそな

銀行に対し、㈱りそな銀行の子会社であるTD

CONSULTING CO.,LTD.の出資額2,023千円（720千

バーツ）の保証を行っております。また、Sathinee.

CO.,LTD.に対し出資額843千円（300千バーツ）の保

証を行っております。

２  偶発債務

当社は、在外連結子会社TAIYO TECHNOLEX

（THAILAND）CO.,LTD.への出資に関して、㈱りそな

銀行に対し、㈱りそな銀行の子会社であるTD

CONSULTING CO.,LTD.の出資額1,972千円（720千

バーツ）の保証を行っております。また、Sathinee.

CO.,LTD.に対し出資額822千円（300千バーツ）の保

証を行っております。

　 　
３  受取手形割引高 100,850千円

　

３  受取手形割引高 125,470千円
　

　

（四半期連結損益計算書関係）

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
（自  平成20年12月21日
至  平成21年６月20日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成21年12月21日
至  平成22年６月20日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。

職員給与 194,123千円

退職給付費用 13,877千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,747千円

　 　

　 　
 

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。

職員給与 208,426千円

退職給付費用 17,780千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,560千円

製品保証引当金繰入額 1,704千円

貸倒引当金繰入額 328千円
 

　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
（自  平成21年３月21日
至  平成21年６月20日）

当第２四半期連結会計期間
（自  平成22年３月21日
至  平成22年６月20日）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。

職員給与 99,196千円

退職給付費用 7,133千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,373千円

　 　

 
 

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。

職員給与 108,678千円

退職給付費用 9,197千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,186千円

製品保証引当金繰入額 1,191千円

貸倒引当金繰入額 218千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自  平成20年12月21日
至  平成21年６月20日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成21年12月21日
至  平成22年６月20日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借
対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 886,877千円

預入期間が３ヶ月を超える定期
預金

△550,011千円

現金及び現金同等物 336,866千円

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借
対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 736,646千円

預入期間が３ヶ月を超える定期
預金

△539,277千円

現金及び現金同等物 197,369千円

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月20日）及び当第２四半期連結累計期間（自  平成21年12月21日

至  平成22年６月20日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式（株） 5,850,000

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月18日
定時株主総会

普通株式 43,875 7.50平成21年12月20日 平成22年３月19日 利益剰余金

　

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自  平成21年３月21日  至  平成21年６月20日）

　
電子基板等
事業
（千円）

基板検査機
事業
（千円）

鏡面研磨機
事業
（千円）

計（千円）
消去又は
全社（千円）

連結（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 691,85922,377 12,539726,776 ― 726,776

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
― ― ― ― (―) ―

計 691,85922,377 12,539726,776 (―) 726,776

営業利益又は営業損失（△） 92,588△84,052△34,464△25,927(109,947)△135,874

（注）１．事業区分の方法

事業区分は、製品の種類、製造方法、販売市場の類似性を基に、当社グループの事業実態に合わせて区分

しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

電子基板等事業 ＦＰＣ、エレクトロフォーミング加工品（※６）

基板検査機事業 通電検査機（※７）、外観検査機（※８）、機能検査機（※９）

鏡面研磨機事業 円筒鏡面研磨機

※６  エレクトロフォーミング

電着技術を応用して金属薄板を望みの形状に高精度加工すること。

※７  通電検査機

プリント配線板及び半導体パッケージ向け基板の配線が設計のとおり接続されており、断線や短絡

がないことを電気を通して確認する検査を行う機器。

※８  外観検査機

光学的にプリント配線板やプリント配線板に部品を実装したプリント回路板等の外観状況を把握

し、コンピュータを用いた画像処理によって良否を判断する検査を行う機器。

※９  機能検査機

部品を実装したプリント回路板の入力端子に、デジタル信号又はアナログ信号を加え、出力端子に

正しい信号が出力されていることを確認して、機能の確認と良否判定を行う検査を行う機器。

３．棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

通常の販売目的で保有する棚卸資産については、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より「棚卸

資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号  平成18年７月５日）を適用し、評価基準について

は、原価法から原価法（貸借対照表額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更してお

ります。
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当第２四半期連結会計期間（自  平成22年３月21日  至  平成22年６月20日）

　
電子基板等
事業
（千円）

基板検査機
事業
（千円）

鏡面研磨機
事業
（千円）

計（千円）
消去又は
全社（千円）

連結（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 880,148157,94034,7541,072,842 ― 1,072,842

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,798 ― ― 1,798 (1,798) ―

計 881,947157,94034,7541,074,641(1,798)1,072,842

営業利益又は営業損失（△） 245,130△44,820△17,988182,322(110,407)71,914

（注）１．事業区分の方法

事業区分は、製品の種類、製造方法、販売市場の類似性を基に、当社グループの事業実態に合わせて区分

しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

電子基板等事業 ＦＰＣ、エレクトロフォーミング加工品

基板検査機事業 通電検査機、外観検査機、機能検査機

鏡面研磨機事業 円筒鏡面研磨機

　

前第２四半期連結累計期間（自  平成20年12月21日  至  平成21年６月20日）

　
電子基板等
事業
（千円）

基板検査機
事業
（千円）

鏡面研磨機
事業
（千円）

計（千円）
消去又は
全社（千円）

連結（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 1,458,22974,881 95,9901,629,101 ― 1,629,101

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
― ― ― ― (―) ―

計 1,458,22974,881 95,9901,629,101 (―) 1,629,101

営業利益又は営業損失（△） 210,371△153,315△35,795 21,260(227,797)△206,537

（注）１．事業区分の方法

事業区分は、製品の種類、製造方法、販売市場の類似性を基に、当社グループの事業実態に合わせて区分

しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

電子基板等事業 ＦＰＣ、エレクトロフォーミング加工品

基板検査機事業 通電検査機、外観検査機、機能検査機

鏡面研磨機事業 円筒鏡面研磨機

３．棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

通常の販売目的で保有する棚卸資産については、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より「棚卸

資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号  平成18年７月５日）を適用し、評価基準について

は、原価法から原価法（貸借対照表額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更してお

ります。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益が電子基板等事業

で13,860千円減少し、営業損失が基板検査機事業で548千円増加しております。
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当第２四半期連結累計期間（自  平成21年12月21日  至  平成22年６月20日）

　
電子基板等
事業
（千円）

基板検査機
事業
（千円）

鏡面研磨機
事業
（千円）

計（千円）
消去又は
全社（千円）

連結（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 1,554,832262,776116,9261,934,535 ― 1,934,535

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,798 ― ― 1,798 (1,798) ―

計 1,556,631262,776116,9291,936,334(1,798)1,934,535

営業利益又は営業損失（△） 346,534△91,353△23,726231,454(224,066)7,387

（注）１．事業区分の方法

事業区分は、製品の種類、製造方法、販売市場の類似性を基に、当社グループの事業実態に合わせて区分

しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

電子基板等事業 ＦＰＣ、エレクトロフォーミング加工品

基板検査機事業 通電検査機、外観検査機、機能検査機

鏡面研磨機事業 円筒鏡面研磨機

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自  平成21年３月21日  至  平成21年６月20日）及び当第２四半期連結会計期間

（自  平成22年３月21日  至  平成22年６月20日）並びに前第２四半期連結累計期間（自  平成20年12月21日  

至  平成21年６月20日）及び当第２四半期連結累計期間（自  平成21年12月21日  至  平成22年６月30日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自  平成21年３月21日  至  平成21年６月20日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

当第２四半期連結会計期間（自  平成22年３月21日  至  平成22年６月20日）

　 中国 その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高（千円） 88,470 23,942 112,413

Ⅱ  連結売上高（千円） ― ― 1,072,842

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合（％）

8.2 2.2 10.5

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

中国……………………中国（香港を含む）

その他の地域…………ベトナム、タイ、韓国等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

前第２四半期連結累計期間（自  平成20年12月21日  至  平成21年６月20日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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当第２四半期連結累計期間（自  平成21年12月21日  至  平成22年６月20日）

　 中国 その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高（千円） 155,855 41,772 197,628

Ⅱ  連結売上高（千円） ― ― 1,934,535

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合（％）

8.1 2.2 10.2

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

中国……………………中国（香港を含む）

その他の地域…………ベトナム、タイ、韓国等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

（有価証券関係）

当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。

（デリバティブ取引関係）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年６月20日）

前連結会計年度末
（平成21年12月20日）

１株当たり純資産額 577.55円
　

１株当たり純資産額 581.12円
　

　

２．１株当たり四半期純利益等

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
（自  平成20年12月21日
至  平成21年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
（自  平成21年12月21日
至  平成22年６月20日)

１株当たり四半期純損失（△） △48.12円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純利益 2.69円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　

（注）１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自  平成20年12月21日
至  平成21年６月20日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成21年12月21日
至  平成22年６月20日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期
純損失

　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）
（千円）

△281,517 15,759

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）（千円)

△281,517 15,759

普通株式の期中平均株式数（株） 5,850,000 5,850,000
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第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
（自  平成21年３月21日
至  平成21年６月20日)

当第２四半期連結会計期間
（自  平成22年３月21日
至  平成22年６月20日)

１株当たり四半期純損失（△） △39.27円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純利益 15.03円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　

（注）１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結会計期間
（自  平成21年３月21日
至  平成21年６月20日）

当第２四半期連結会計期間
（自  平成22年３月21日
至  平成22年６月20日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期
純損失

　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）
（千円）

△229,714 87,929

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失（△）（千円)

△229,714 87,929

普通株式の期中平均株式数（株） 5,850,000 5,850,000

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月３日

太洋工業株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山本  操司    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    遠藤  尚秀    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太洋工業株式会社

の平成20年12月21日から平成21年12月20日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成21年３月21日から平成21

年６月20日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年12月21日から平成21年６月20日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太洋工業株式会社及び連結子会社の平成21年６月20日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年８月３日

太洋工業株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山本  操司    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    遠藤  尚秀    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太洋工業株式会社

の平成21年12月21日から平成22年12月20日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年３月21日から平成

22年６月20日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年12月21日から平成22年６月20日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太洋工業株式会社及び連結子会社の平成22年６月20日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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